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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外輪、複数の静翼及び内輪からなるダイアフラムとロータホイールに固定された複数の
動翼を有する蒸気タービンのロータ冷却装置において、
　前記外輪に設けた外部の冷却蒸気が供給される環状の外輪キャビティと、前記内輪に設
けた環状の内輪キャビティと、前記静翼に設けた前記外輪キャビティと前記内輪キャビテ
ィを連通する半径方向冷却孔と、前記内輪に設けた前記内輪キャビティとホイールスペー
スを連通する前記冷却蒸気の吹出し孔とを備え、
　前記吹出し孔を、静翼上流側に設けたことを特徴とする蒸気タービンのロータ冷却装置
。
【請求項２】
　前記吹出し孔をさらに静翼下流側に設け、かつ静翼下流側の前記ロータホイールの動翼
根元部にバランスホールを設けたことを特徴とする請求項１に記載の蒸気タービンのロー
タ冷却装置。
【請求項３】
　各段落における前記外輪キャビティ同士を連通する静止部連通孔を設けたことを特徴と
する請求項１に記載の蒸気タービンのロータ冷却装置。
【請求項４】
　外輪、複数の静翼及び内輪からなるダイアフラムとロータホイールに固定された複数の
動翼を有する蒸気タービンのロータ冷却装置において、
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　前記外輪に設けた外部の冷却蒸気が供給される環状の外輪キャビティと、前記内輪に設
けた環状の内輪キャビティと、前記静翼に設けた前記外輪キャビティと前記内輪キャビテ
ィを連通する半径方向冷却孔と、前記内輪に設けた前記内輪キャビティとホイールスペー
スを連通する前記冷却蒸気の吹出し孔とを備え、
　前記静翼上流側のホイールスペースと隣接する下流段における静翼上流側のホイールス
ペースを連通するロータ内連通孔を設けたことを特徴とする蒸気タービンのロータ冷却装
置。
【請求項５】
　前記吹出し孔を、静翼上流側に設けたことを特徴とする請求項４に記載の蒸気タービン
のロータ冷却装置。
【請求項６】
　前記半径方向冷却孔は、前記複数の静翼の各々に設けたことを特徴とする請求項１ない
し５に記載の蒸気タービンのロータ冷却装置。
【請求項７】
　前記ホイールスペースから主蒸気通路部に吹出す冷却蒸気の流量は、主蒸気が前記ホイ
ールスペース内へ流れ込むことを防止する最小流量以上であることを特徴とする請求項１
ないし６のいずれかに記載の蒸気タービンのロータ冷却装置。
【請求項８】
　請求項１ないし７のいずれかに記載の蒸気タービンのロータ冷却装置を各段落に設けた
ことを特徴とする蒸気タービンのロータ冷却装置。
【請求項９】
　冷却蒸気を供給する配管に流量調整可能な弁又はオリフィスを設けたことを特徴とする
請求項１ないし８のいずれかに記載の蒸気タービンのロータ冷却装置。
【請求項１０】
　請求項１ないし９のいずれかに記載の蒸気タービンのロータ冷却装置を備えた蒸気ター
ビン。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、蒸気タービンに外部から冷却蒸気を供給しロータを冷却する蒸気タービンの
ロータ冷却装置及びこの冷却装置を備えた蒸気タービンに関する。
【背景技術】
【０００２】
　火力発電設備の高温部の大半には製造性や経済性に優れたフェライト系耐熱鋼が使用さ
れてきた。蒸気タービン発電設備においても、蒸気条件が一般に６００℃級以下の蒸気温
度であることから、蒸気タービンのロータ、翼等の主要部材にはフェライト系耐熱鋼が用
いられている。しかし近年は、環境保全を背景とした火力発電設備の高効率化が積極的に
進められ、６００℃程度の高温蒸気を利用した蒸気タービンが運転されており、このよう
な蒸気タービンにおいては、フェライト系耐熱鋼の諸特性では要求特性を満足できない部
品が少なからずある。
【０００３】
　このため、より高温特性に優れた耐熱合金やオーステナイト系耐熱鋼が使用されている
例もある。ところが、オーステナイト系材料は、大型鋼塊の製造に限界があって、蒸気タ
ービンの各部品に適用するのは困難であり、６５０℃以上の高温蒸気を利用した蒸気ター
ビンに対しては、オーステナイト系材料の使用を少なくした構造にすることが提案されて
いる。
【０００４】
　また、地球環境保護の観点から、ＣＯ２，ＳＯＸ，ＮＯＸの発生量抑制のために更なる
高効率化へのニーズが高まる状況にある。火力発電設備のプラント熱効率を高効率化する
ためには、蒸気温度の向上が最も有効な手段の一つであって、７００℃級の蒸気タービン
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の開発が検討されている。蒸気温度を７００℃以上にする場合については、いくつかの解
決すべき問題があり、特にタービン構成部品の強度保証を如何にして行うかについては重
要な開発課題である。
【０００５】
　従来、ロータ、ノズル、動翼、ノズルボックス（蒸気室）、蒸気供給管等のタービン構
成部品に改良された耐熱鋼を使用していたが、蒸気温度が７００℃以上になると、タービ
ン構成部品の強度保証を高く維持させることが難しくなりつつある。このため、従来の改
良された耐熱鋼をタービン構成部品にそのまま使用しても強度保証を高く維持できる新た
な技術の実現が望まれており、特に、ロータは、運転中遠心力により高応力場となるため
十分な高温強度を有するように冷却する必要がある。
【０００６】
　そこで、ロータ内に冷却蒸気を流通させて冷却することが提案されているが、この場合
、回転場であるロータ内をスムーズに冷却蒸気を流通させるとともに、高温の主蒸気がロ
ータ冷却領域へ流入するのを防止するだけの冷却蒸気流量を確保することは困難である。
また、冷却のために多量の冷却蒸気を主蒸気通路部に流入させると、タービン内部効率低
下に繋がり、ひいてはプラント全体の熱効率低下を招く可能性がある。
【０００７】
　一方、特許文献１においては、冷却蒸気をホイールスペースに吹出してロータを冷却す
る装置が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開昭６３－２３０９０４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、上記特許文献１の第１図の例では、ケーシングを貫通した蒸気配管は、
ダイアフラム内を貫通するのか、ダイアフラムとは別の冷却通路を形成するのか不明であ
る。蒸気配管は、吹出し孔に直結されており、冷却蒸気を吹出し孔に対し均一な圧力で供
給するのは困難である。第３図の例では、個々の静翼に対して蒸気配管を設けておらず、
また、冷却蒸気の円周方向流路があり、吹出し孔からの冷却蒸気が動翼根元部に均一に流
入することを意図しているが、各吹出し孔に対する冷却蒸気圧力の十分な均一性は確保さ
れない。
【００１０】
　本発明は、上記のような問題点に鑑みなされたもので、冷却蒸気をダイアフラムの内輪
の吹出し孔に対しより均一な圧力で供給し、高温蒸気で駆動する蒸気タービンの効率を低
下させずに、熱効率をより一層向上させる蒸気タービンのロータ冷却装置を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するため、本発明の蒸気タービンのロータ冷却装置及びこの冷却装置を
備えた蒸気タービンは、外輪、複数の静翼及び内輪からなるダイアフラムとロータホイー
ルに固定された複数の動翼を有する蒸気タービンのロータ冷却装置において、前記外輪に
設けた外部の冷却蒸気が供給される環状の外輪キャビティと、前記内輪に設けた環状の内
輪キャビティと、前記静翼に設けた前記外輪キャビティと前記内輪キャビティを連通する
半径方向冷却孔と、前記内輪に設けた前記内輪キャビティとホイールスペースを連通する
前記冷却蒸気の吹出し孔とを備え、前記吹出し孔を、静翼上流側に設けたことを特徴とす
る。
【発明の効果】
【００１２】
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　本発明によれば、冷却蒸気をダイアフラムの内輪の吹出し孔に対しより均一な圧力で供
給し、冷却蒸気の吹出しによりロータを冷却できる。これにより高温蒸気で駆動する蒸気
タービンの効率を低下させずに、熱効率をより一層向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の実施形態１に係る蒸気タービンのロータ冷却装置を示す軸方向断面図。
【図２】ロータ冷却部への主流流れ込みを防止する冷却蒸気流量を説明するための図。
【図３】本発明の実施形態２に係る蒸気タービンのロータ冷却装置を示す軸方向断面図。
【図４】本発明の実施形態３に係る蒸気タービンのロータ冷却装置を示す軸方向断面図。
【図５】本発明の実施形態４に係る蒸気タービンのロータ冷却装置を示す軸方向断面図。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の各実施形態について図面を参照して説明する。実施形態２以降では、実
施形態１と共通する点については説明を省略する。
【００１５】
　（実施形態１）
　図１は、本発明の実施形態１に係る蒸気タービンのロータ冷却装置を示す軸方向断面図
である。
【００１６】
　図１において、主蒸気通路部の右方が上流であり、左方が下流である。蒸気タービンの
静止側は、外部ケーシング１、内部ケーシング２、各段落のダイアフラム３より構成され
、ダイアフラム３は、外輪４、複数の静翼５、内輪６からなる。回転側は、各段落にロー
タホイール８が形成されたホイール型のロータ７と、ロータホイール８に植え込み固定さ
れた複数の動翼９より構成されている。また、内輪６と前後のロータホイール８間の空間
はホイールスペース１１ａ，１１ｂが形成されており、この空間は主蒸気通路部とはシー
ルフィン等のホイールスペースシール部１２ａ，１２ｂにより主蒸気のホイールスペース
１１ａ，１１ｂへの流れ込みを防止する構造となっている。内輪側のロータ７と相対する
側には、ラビリンスパッキンが埋め込まれたパッキンリング１０が取り付けられており、
静翼上流側のホイールスペース１１ａから下流側のホイールスペース１１ｂへの蒸気の漏
れをシールする構造となっている。
【００１７】
　本発明に採用される構造として、内部ケーシング２と内側の外輪３との間には冷却蒸気
供給用の外輪キャビティ１５が環状に設けられており、この部位に外部から外部ケーシン
グ１を通って冷却蒸気を供給する冷却蒸気供給配管１３が接続している。
【００１８】
　冷却蒸気供給配管１３は、外部ケーシング１、内部ケーシング２を貫通するが、先端が
内部ケーシング２の冷却蒸気導入口１４に配置される。このような構成とすることで、外
輪キャビティ１５に接続する冷却蒸気供給配管１３は、静翼５の枚数とは関係なくなり、
周方向に必要な本数となり構造的に簡素化される。内輪６にはパッキンリング１０が嵌め
込まれる部位に環状の内輪キャビティ１７が形成さており、上記外輪キャビティ１５と内
輪キャビティ１７は、複数の静翼５の各々に設けられた半径方向冷却孔１６により連通し
ている。更に、内輪キャビティ１７からは静翼上流側のホイールスペース１１ａに連通し
、冷却蒸気を吹出す吹出し孔１８が周方向に複数設けられている。内輪キャビティ１７を
設けることで吹出し孔１８は、静翼５の枚数とは関係なくなり、必要な孔数のみとするこ
とが可能となる。なお、半径方向冷却孔１６は、１段落における全ての静翼５に設けず、
一部の複数の静翼５に設けてもよい。
【００１９】
　これらの構造は、冷却が必要なタービン段落毎に設けられており、各段落には個々に冷
却蒸気が外部から供給される。更に各冷却蒸気供給配管１３には個別に流量調整弁１９が
設けられている。
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【００２０】
　次に、本実施形態の作用について説明する。
　外輪キャビティ１５に供給された冷却蒸気は、本キャビティ内で周方向に均一な圧力に
なり、その後、各静翼内の半径方向冷却孔１６を通過しながら静翼５を冷却し、内輪キャ
ビティ１７に流入する。内輪キャビティ１７内も周方向に均一な圧力であるため、静翼５
の半径方向冷却孔１６を流れる冷却蒸気流量は各静翼間で同一な流量となる。更に、冷却
蒸気は、均一圧力の内輪キャビティ１７内から静翼上流側のホイールスペース１１ａに、
周方向に複数設けられた吹出し孔１８を介して周方向に同一流量で吹出される。
【００２１】
　静翼上流側のホイールスペース１１ａに吹出された冷却蒸気は、一部は上流側段落のロ
ータホイール８表面を冷却しながらホイールスペースシール部１２ａを通って主蒸気通路
部に合流する。残りの冷却蒸気は、内輪６のラビリンスシール部を通って同時にロータ７
表面を冷却して静翼下流側のホイールスペース１１ｂに流れ込む。その後、同様にロータ
ホイール８表面を冷却しながらホイールスペースシール部１２ｂを通って主蒸気通路部に
合流する。
【００２２】
　ホイールスペース１１ａ，１１ｂから主蒸気通路部に吹出す冷却蒸気流量は、主蒸気が
ロータ７の回転によりホイールスペース１１ａ，１１ｂへの流れ込みを防止する最小流量
以上の流量を吹出す必要がある。なお、この最小流量は各ホイールスペースで異なる。
【００２３】
　図２は、ロータ冷却部への主流流れ込みを防止する冷却蒸気流量を説明するための図で
ある。
【００２４】
　主流流れ込み防止の冷却蒸気最小流量：ｍ
　回転レイノルズ数：Ｒer＝ρ・ω・Ｒo ^2/μ
　シール部隙間：Ｓc
　シール部半径：Ｒo
　回転速度：ω
　密度：ρ
　粘性係数：μ
　定数：Ｃ1，Ｃ2として、ｍは、次式で表される。
　ｍ＝Ｃ1・(Ｓc /Ｒo) Ｃ2・Ｒer・Ｒo・μ
【００２５】
　主蒸気がホイールスペース１１ａ，１１ｂに流れ込んだ場合、上記の冷却効果は無くな
り信頼性に重大な影響を及ぼすことになる。一方で多量な冷却蒸気の主蒸気通路部への混
入は、タービン性能の低下を意味し、自ずと各段落に対して最適な冷却蒸気流量を供給す
る必要がある。
【００２６】
　冷却作用は、必要な段落毎に行われ、かつ冷却蒸気は段落毎に供給されるため、上流・
下流段落の圧力変化の影響を受けない。また、各段落に供給される冷却蒸気は、冷却蒸気
供給配管１３に設けた流量調整弁１９により調整可能であり、最適な流量に容易に設定可
能である。なお、流量調整弁１９の代わりにオリフィスを設け、オリフィス径を調整する
ことで最適流量に設定することも可能である。最適な冷却蒸気流量で効果的なロータ冷却
効果を得ることが可能となる。
【００２７】
　本実施形態において、環状に形成された外輪キャビティ１５、内輪キャビティ１７を設
けたことにより、冷却蒸気は、均一な圧力で吹出し孔１８に供給される。また、半径方向
冷却孔１６により個々の静翼５を冷却することができる。高温蒸気で駆動する蒸気タービ
ンの効率を低下させずに、熱効率をより一層向上させることができる。
【００２８】
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　（実施形態２）
　図３は、本発明の実施形態２に係る蒸気タービンのロータ冷却装置を示す軸方向断面図
である。
　本実施形態は、実施形態１において段落毎に外輪キャビティ１５に冷却蒸気を供給し、
独立に冷却する構成であるのに対し、上流段に供給した冷却蒸気で隣接する下流段の冷却
も実施する構成とし、構造を簡素化することを目的としている。
【００２９】
　外輪側から冷却蒸気が供給される段落の構成は、実施形態１と同一であり、下流段にお
ける静翼上流側のホイールスペース１１ａ′へは動翼固定部に設けたバランスホール２０
から供給される。なお、内輪６は、静翼上流側のホイールスペース１１ａと静翼下流側の
ホイールスペース１１ｂの両方向への吹出し孔１８ａ，１８ｂを有する。
【００３０】
　次に、本実施形態の作用について説明する。
　外輪キャビティ１５に供給された冷却蒸気は、実施形態１と同様な作用でロータ７を冷
却する。一方、静翼下流側のホイールスペース１１ｂに流入した冷却蒸気の一部は、動翼
９のバランスホール２０を通って下流段落に流入し同様にロータ７を冷却する。これは、
静翼下流側のホイールスペース１１ｂ側にも吹出し孔１８ｂを設けることで可能としてい
る。
【００３１】
　本実施形態により、下流段も上流段と同様なロータ冷却効果を得ることが可能となり、
更に下流段には外輪側からホイールスペースへの冷却蒸気流入構造は不要となるという効
果を有する。
【００３２】
　（実施形態３）
　図４は、本発明の実施形態３に係る蒸気タービンのロータ冷却装置を示す軸方向断面図
である。
【００３３】
　本実施形態においては、上記実施形態２に対して、バランスホール２０の代わりに、静
翼上流側のホイールスペース１１ａから隣接する下流段における静翼上流側のホイールス
ペース１１ａ′に通じる周方向全周に複数個のロータ内連通孔２１をロータ内に設ける。
なお、実施形態２における静翼下流側のホイールスペース１１ｂ側の吹出し孔１８ｂは省
略することができる。
【００３４】
　次に、本実施形態の作用について説明する。
　静翼上流側のホイールスペース１１ａから下流段における静翼上流側のホイールスペー
ス１１ａ′に冷却蒸気の一部が直接流入し、下流段のロータ７を実施形態２と同様に冷却
する。
【００３５】
　本実施形態により、実施形態２と同様な効果を得ることが可能となる。更に、実施形態
２では、静翼下流側のホイールスペース１１ｂの内圧は、冷却蒸気をバランスホール２０
を介して下流段における静翼上流側のホイールスペース１１ａ′に供給するために相対的
に高くなる傾向にある。このため、ホイールスペース１１ｂから主蒸気通路部に吹出す冷
却蒸気流量も相対的に多くなる傾向にあり、性能低下の一因となる可能性がある。これに
対して、本実施形態においては、静翼上流側のホイールスペース１１ａと下流段における
静翼上流側のホイールスペース１１ａ′において十分な差圧が確保されるために、静翼下
流側のホイールスペース１１ｂ側への吹出し孔は省略され、静翼下流側のホイールスペー
ス１１ｂの内圧を低くすることができる。
【００３６】
　（実施形態４）
　図５は、本発明の実施形態４に係る蒸気タービンのロータ冷却装置を示す軸方向断面図
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である。
　実施形態１において段落毎に外輪キャビティ１５に冷却蒸気を供給し、独立に冷却する
構成であるのに対して、本実施形態は、実施形態２及び３と同様に上流段に供給した冷却
蒸気で隣接する下流段の冷却も実施する構成とし構造を簡素化することを目的としている
。
【００３７】
　ただし、実施形態２及び実施形態３が上流段のホイールスペースに供給された冷却蒸気
が、ロータ内の通路を介して下流段のホイールスペースに流入する構成であったのに対し
て、本実施形態では、上流段の外輪キャビティ１５と下流段の外輪キャビティ１５′を連
通する静止部連通孔２２を設ける。
【００３８】
　次に、本実施形態の作用について説明する。
　外輪キャビティ１５に供給された冷却蒸気は、一部は実施形態１と同様に静翼５の半径
方向冷却孔１６を通って静翼上流側のホイールスペース１１ａに吹出しロータ７を冷却す
る。残りは静止部連通孔２２を介して下流段の外輪キャビティ１５′に流入し、その後同
様に静翼５を通って下流段における静翼上流側のホイールスペース１１ａ′に吹出しロー
タ７を冷却する。
【００３９】
　本実施形態により、外部から外輪キャビティ１５に供給される冷却蒸気は上流段のみと
なり、下流段側は上流段からの分岐により供給される冷却蒸気により、上流段と同様なロ
ータ冷却効果が得られる。また、実施形態２、３は下流段の静翼５は冷却されないが、本
実施形態では実施形態１と同様に静翼５の冷却も可能となる。
　なお、隣り合う２つの段落ではなく、３以上の段落において適用してもよい。
【符号の説明】
【００４０】
　１…外部ケーシング、２…内部ケーシング、３…ダイアフラム、４…外輪、５…静翼、
６…内輪、７…ロータ、８…ロータホイール、９…動翼、１０…パッキンリング、１１ａ
，１１ｂ，１１ａ′…ホイールスペース、１２ａ，１２ｂ…ホイールスペースシール部、
１３…冷却蒸気供給配管、１４…冷却蒸気導入口、１５，１５′…外輪キャビティ、１６
…半径方向冷却孔、１７…内輪キャビティ、１８ａ，１８ｂ…吹出し孔、１９…流量調整
弁、２０…バランスホール、２１…ロータ内連通孔、２２…静止部連通孔。
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